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１．事後評価のプロセス 

（１）（１）（１）（１）「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無    

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

☑ 行った 

（実施状況） 

 ・平成 27年 7月に奈良県医療審議会で意見聴取。  

 

 □ 行わなかった 

 （行わなかった場合、その理由） 

   

 

 

 

（２）（２）（２）（２）審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容    

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 

・特になし 

・ 

・ 
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２．目標の達成状況 

    

平成26年度奈良県計画に規定する目標を再掲し、平成26年度終了時における目標の達成状

況について記載。 

 

■奈良県全体 

① 奈良県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業について 

ＩＣＴ技術を用いた医療機関間や介護事業者も含めた地域でのネットワーク形成及 

び県下での情報連携する仕組みの構築。 

高齢化に伴う放射線治療の需要の増加に対応するとともに、県拠点病院である奈良 

県立医科大学附属病院等と連携を図りながら、中和、南和医療圏等の患者についても 

放射線治療を実施するため、放射線治療棟を建設。 

がん患者の口腔ケアによる口腔内合併症や感染症の予防、歯科治療により経口摂取 

が可能になることで低栄養を防止、在院日数の削減、術後や退院後の口腔ケアや歯科 

治療でＱＯＬを維持。 

２．居宅等における医療の提供に関する事業について 

奈良県においては、高齢化社会のおとずれや疾病構造が慢性疾患を中心に変化して

いくことにより、長期にわたる療養や介護を必要とする高齢者の増加が見込まれてお

り、終末期を含め、在宅で介護や医療サービスを受けることを希望する高齢者も多い

ことから、円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制構築など、以下に記

載する医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、安心して生活

できるようにすることを目標とする。 

また、在宅障害児への支援として、包括的支援をモデル的に実施し、在宅障害児支

援体制の構築を目指す。 

・ 円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制構築 

・ 日常の療養支援が可能な体制構築 

・ 急変時の対応が可能な体制構築 

・ 患者が望む場所での看取りが可能な体制構築 

→ 在宅死亡率の維持及び向上 

３．医療従事者の確保について 

以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解決することを目標とする。 

・ 医師の偏在を解消するための取組の促進 

・ 医療従事者にとって働きやすい職場環境の整備のための取組を促進 

・ 看護職員の養成、定着促進、離職防止及び復職支援のための取組の促進 

②②②②    計画期間計画期間計画期間計画期間    

平成26 年度（～平成29 年度） 
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□□□□奈良奈良奈良奈良県全体県全体県全体県全体（達成状況）（達成状況）（達成状況）（達成状況）    

１）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況    

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業    

  ・ＩＣＴ事業実施にあたり、県内医療機関に対する実態調査を開始。技術的な検討 

を行う、コンソーシアムを設置。（地域医療・介護連携ICT導入検討事業） 

・放射線治療棟の建設（大和高田市立病院） 

・がん医科歯科連携講習会修了書授与数９０人。歯科衛生士派遣病院数３病院。 

（がん患者に対する口腔ケア対策支援事業） 

・医療と介護を一体的に把握できる国保及び後期高齢者のデータを用いて、地域ご 

とにどのような検証手法が有効かの評価分析を実施。 

 （病床の機能分化・連携推進検証手法検討事業） 

２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 ・在宅医療連携拠点数５（在宅医療体制整備事業） 

・在宅医療の人材育成に取り組む事業者数３（在宅医療人材育成事業） 

・在宅医療の普及啓発に取り組む事業者数２（在宅医療普及啓発事業） 

 ・在宅医療児・者への訪問及び研修に必要な機器を配置（重症心身障害児・者在宅 

医療支援事業） 

 ・研修参加者数 ５２名（訪問看護推進事業、訪問看護管理者研修事業） 

 ・訪問在宅歯科診療件数２９１件(在宅歯科医療連携室整備事業) 

  ・歯科診療機器等の整備・更新を実施 

（奈良県心身障害者歯科衛生診療所設備整備事業） 

  ・研修会に参加した薬局数１５３。研修会に参加した薬局のうち、在宅への取り組 

み意欲が増した薬局数９０（在宅患者訪問薬剤師育成事業） 

３．医療従事者の確保に関する事業 

 ・修学資金貸与者数９９名（地域医療支援センター事業） 

 ・地域医療ワークショップ参加人数７４名（へき地勤務医師確保推進事業、医師確 

保推進事業） 

  ・産科・救急・小児等の不足している診療科の医師確保支援事業補助金支給対象医

療機関２３（産科医療体制支援事業） 

  ・女性医師等の離職防止や再就業の促進事業実施病院数１病院（女性医師応援事業、

働きやすい勤務形態支援事業） 

  ・新人看護職員研修補助事業実施病院数 ２３病院 研修参加者数 ３３８名 

  ・看護職員資質向上推進事業研修参加者数 １６２名（実習指導者講習会事業、看護

教員継続研修事業、中堅看護職員スキルアップ研修事業） 

  ・看護補助者活用推進事業研修参加者数 ４５名 

  ・看護師等養成所運営費補助事業補助対象施設卒業生の県内就業率70.2% 

  ・看護職員メンタル相談事業研修参加者数 １６７名 
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  ・看護師勤務環境改善施設整備事業補助事業実施病院数 １病院 

  ・医療勤務環境改善支援センター事業勤務環境改善計画策定病院数 ８病院 

  ・病院内保育所運営費補助事業補助事業実施病院数 ２１病院 

  ・全県（北和地区・中南和地区）において、毎休日・毎夜間に小児２次救急医療を

確保（小児救急医療体制整備事業） 

  ・電話による小児患者の相談体制について、平成26年度の相談件数は19,542件（う

ち救急要請やすぐの医療機関受診を勧めた件数は4,371件）であり、目標は一定程

度達成（小児救急医療支援事業） 

    ２）見解２）見解２）見解２）見解    

地域におけるＩＣＴの活用、地域包括ケアシステムを構築するための仕組みづく

りや医療従事者の確保が一定程度進んだ。 

    ３）目標の継続状況３）目標の継続状況３）目標の継続状況３）目標の継続状況    

  ☑ 平成27年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。   
■■■■奈良奈良奈良奈良・東和・西和・中和・南和・東和・西和・中和・南和・東和・西和・中和・南和・東和・西和・中和・南和（目標と計画期間）（目標と計画期間）（目標と計画期間）（目標と計画期間）    

①①①①    中央中央中央中央区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標    

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業について 

 奈良県全体の目標と同じ 

２．居宅等における医療の提供に関する事業について 

奈良県全体の目標と同じ 

３．医療従事者の確保について 

奈良県全体の目標と同じ 

②②②②    計画期間計画期間計画期間計画期間    

平成26 年度（～平成29 年度）  
□□□□奈良・東和・西和・中和・南和奈良・東和・西和・中和・南和奈良・東和・西和・中和・南和奈良・東和・西和・中和・南和（達成状況）（達成状況）（達成状況）（達成状況）    

     １）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況    

    奈良県全体の達成状況と同じ 

        ２）見解２）見解２）見解２）見解    

    奈良県全体の達成状況と同じ 

        ３）目標の継続状況３）目標の継続状況３）目標の継続状況３）目標の継続状況    

   ☑ 平成27年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。      

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 

    

平成26年度奈良県計画に規定した事業について、平成26年度計画終了時における事業の実

施状況を記載。 

 

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

 

事業名 【NO.１】 

 ＩＣＴ導入検討事業 

【総事業費】 
26,482千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 ＩＣＴ技術を用いた医療機関間や介護事業者も含めた地域でのネットワ

ーク形成と県下で情報連携できるような仕組みの構築 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

・ＩＣＴ事業実施にあたり、県内医療機関に対する実態調査を開始。 

・技術的な検討を行う、コンソーシアムを設置。 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

本事業の実施により、医療・介護の情報共有のあり方について、

検討が始まり、医療介護連携のさらなる推進につながる。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   医療介護関係団体を窓口として、効率的に実態調査を開始してい

る。また、技術的な検討についてはベンダーの協力を得て、技術的

な検討を開始。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

 

事業名 【NO.２】 

 放射線治療棟建設事業 

【総事業費】 
80,868千円 

事業の対象

となる区域 

中和・南和・西和 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 ・放射線治療の件数 ２００件 

・中南和医療圏等における患者満足度の上昇 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

・放射線治療棟の建設 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

地域におけるより高度ながん医療提供体制の整備を図ることに

より、がん治療の県内カバー率の向上を期待できる。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   計画どおり建設が行われた。（平成２７年中に建設完了の予定） 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

 

事業名 【NO.３】 

 がん患者に対する口腔ケア対策支援事業 

【総事業費】 
1,215千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 ・がん医科歯科連携講習会修了書授与数 ４００人 

・歯科衛生士派遣病院数 １０病院 

・病診連携数 １０病院 

・患者満足度の上昇 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

・がん医科歯科連携講習会修了書授与数 ９０人 

・歯科衛生士派遣病院数 ３病院 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     がん治療前後の口腔機能管理の効果として、在院日数の短縮や口

から栄養を取ることができ、患者の QOLの向上が期待できる。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   歯科口腔外科がある医療機関は限られており、歯科衛生士を活用

することで、口腔機能管理の啓発や地域の歯科医院との連携が進ん

だ。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

 

事業名 【NO.４】 

 病床の機能分化・連携推進検証手法検討事業 

【総事業費】 
9,497千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 地域の医療機関の現状把握、今後の将来の病床数の必要量とマッチング

をする手法の確立 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

・医療と介護を一体的に把握できる国保及び後期高齢者のデータを用い

て、地域ごとにどのような検証手法が有効かを評価分析を進めている。 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     本事業の実施により、各地域の医療と介護の実態把握につながる。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   客観的な検証手法を確立していくことで、県内各地域における将

来の病床数の必要量にマッチした仕組みを構築できる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.5】 

在宅医療体制整備事業 

 

【総事業費】 
6,288千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 在宅医療連携拠点数１２（市町村単位等） 

事業の達成

状況 

在宅医療連携拠点数５ 

 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業の実施により、県内各地において、在宅医療関係者や一般

の方の在宅医療に対する理解の醸成が始まったと考える。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   前年度から各保健所単位で在宅医療推進の取組が行われており、

各地域における理解はある程度進んでいたため、取組は円滑かつ効

率的に行われた。 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.6】 

在宅医療人材育成事業 

在宅医療普及啓発事業 

【総事業費】 
1,125千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 在宅医療の人材育成に取り組む事業者数１５ 

在宅医療の普及啓発に取り組む事業者数１５ 

事業の達成

状況 

在宅医療の人材育成に取り組む事業者数３ 

在宅医療の普及啓発に取り組む事業者数２ 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業の実施により、県内各地において、在宅医療関係者や一般

の方の在宅医療に対する理解の醸成が始まったと考える。。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   前年度から各保健所単位で在宅医療推進の取組が行われており、

各地域における理解はある程度進んでいたため、取組は円滑かつ効

率的に行われた。 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.7】 

重度心身障害児への在宅医療支援事業 

【総事業費】 
10,805千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 医療ケアが必要な在宅障害児の支援には、医師、看護師、理学療法士、

作業療法士、保育士などの多職種で構成する在宅障害児支援体制を構築

し、包括的な支援を行うことが望まれている。包括的支援をモデル的に

実施することにより、それぞれの職種に求められる支援内容や技術を明

確にするとともに、職種間の連携・情報共有ができる包括的な在宅障害

児支援体制の構築を目指す。 

事業の達成

状況 

在宅医療児・者への訪問及び研修に必要な機器を配置 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 在宅医療児・者への訪問及び研修に必要な機器の配置により、多

職種で構成する在宅障害児・者支援体制の充実を図ることができる。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   本事業に実施により、それぞれの職種に求められる支援内容や技

術が明確化され、職種間の連携・情報共有ができる包括的な在宅障

害児支援体制の構築につなげることができる。 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.8】 

訪問看護推進事業 

【総事業費】 
1,011千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 研修参加者数 ５５名 

事業の達成

状況 

研修参加者数 ５２名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 在宅における終末期ケアや管理者能力向上のための研修を実施

し、訪問看護に従事する看護職員の資質向上に資することができた

と考える。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   研修のうち一部は公開講座としたため、受講生以外に 51名の参加

があり、より多くの看護職員の研鑽の機会として効率的な事業実施

ができた。 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.9】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費】 
4,058千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 訪問在宅歯科診療件数３００件 

事業の達成

状況 

訪問在宅歯科診療件数２９１件 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携を図るため

の窓口を設置することにより、地域における在宅歯科医療の推進及

び他分野との連携体制の構築を図ることができる。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   在宅歯科医療の専門知識又は豊富な業務実績を有し、県下全域で

事業を展開することができる事業者に在宅歯科医療連携室の窓口を

一本化することにより、効率的に住民や在宅歯科医療を受ける者・

家族等のニーズに答え、地域における在宅歯科医療の推進及び他分

野との連携体制構築を図ることができる。 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.10】 

奈良県心身障害者歯科衛生診療所設備整備事業 

【総事業費】 
4,860千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 心身障害者歯科衛生診療所の歯科診療機器等を整備・更新し、効果的・

効率的な治療が実施できることにより、利用者へのサービス向上につな

がるとともに、当診療所で歯科診療に関わる歯科医師等の心身障害者

（児）への歯科診療技術を向上させることにより、在宅歯科診療及び一

般歯科診療の推進と在宅歯科診療等を支える体制の充実を図る。 

事業の達成

状況 

歯科診療機器等の整備・更新を実施 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 耐用年数を経過した歯科診療機器等の整備・更新の実施により、

診療体制の充実を図ることができている。。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   本事業に実施により、効果的・効率的な治療の実施、利用者への

サービス向上につなげることができている。 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.11】 

訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局への研修や実施し

ている薬局の周知 

【総事業費】 
250千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 研修会に参加した薬局数 ３００ 

研修会に参加した薬局のうち、在宅への取り組み意欲が増した薬局数 

事業の達成

状況 

研修会に参加した薬局数１５３            

研修会に参加した薬局のうち在宅への取り組み意欲が増した薬局数９０ 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 研修会に参加した１５３の薬局のうち現状で在宅業務を実施して

いる薬局は３６薬局であったが研修後に今後在宅業務を行う予定を

確認したところ９０の薬局で予定があり研修の効果がでたと考え

る。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   今年度は、初級編と実践編を１回ずつ実施し１５３名が受講され

今後在宅業務を行う予定がある薬局が９０名と次年度の開催に向け

て効率よく研修が行われた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.12】 

地域医療支援センター（県費奨学生配置センター）の運営 

【総事業費】 
1,301千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 修学資金貸与者数 １２６名 

事業の達成

状況 

修学資金貸与者数 ９９名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     修学資金の貸与を受けた医師の配置先調整の仕組みを構築してい

る。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   研修会に参加した１５３の薬局のうち現状で在宅業務を実施して

いる薬局は３６薬局であったが研修後に今後在宅業務を行う予定を

確認したところ９０の薬局で予定があり研修の効果がでたと考え

る。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.13】 

医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構築 

【総事業費】 
16千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 地域医療ワークショップ参加人数 １３０名 

事業の達成

状況 

地域医療ワークショップ参加人数 ７４名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     医学生・看護学生・研修医に奈良県のへき地医療についての興味

を深めてもらい、将来へき地で勤務する医師の確保を図っている。。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   へき地診療所の見学や、へき地自治体職員との意見交換を通じ、

医学生等に対して県内のへき地医療や地域医療の実情について、効

率的に PRを行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.14】 

産科・救急・小児等の不足している診療科の医師確保支援

事業 

【総事業費】 
15,457千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 産科医、新生児医療担当医等の処遇改善や産科医療を担う医師の育成を

図る医療機関数 ２５機関 

事業の達成

状況 

補助金支給対象医療機関２３ 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     本事業の実施により、産科医等の定着促進と処遇改善を図る医療

機関の負担軽減を行うことができた。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   産科医等の処遇改善を図りつつ安心してお産できる体制が確保で

きる点で効率的な事業といえる。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.15】 

女性医師等の離職防止や再就業の促進 

【総事業費】 
2,365千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 事業実施病院数 ６病院 

事業の達成

状況 

事業実施病院数 １病院 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     短時間正規雇用制度、宿日直勤務の見直し等の勤務医の就労環境

を改善する病院を支援することで、勤務医の離職防止や復職促進に

寄与している。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   本事業の実施により、病院が就労環境の見直しを行うことに対し

て、効率的に支援している。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.16】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費】 
19,577千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 補助事業実施病院数 １４病院 

研修参加者数 ３６０名 

事業の達成

状況 

補助事業実施病院数 ２３病院 

研修参加者数 ３３８名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     各病院で行う新人看護職員に対する臨床研修を支援することによ

り、ガイドラインに沿った研修の推進に資することができたと考え

る。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   多施設合同の集合研修や、研修責任者等に対する研修をあわせて

実施し、研修体制充実に向けた取組を効率的に行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.17】 

看護職員資質向上推進事業 

【総事業費】 
3,896千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 研修参加者数 １６５名 

事業の達成

状況 

研修参加者数 １６２名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     実習指導者や看護教員、中堅看護職員の育成を図ることにより、

看護教育の充実、看護の質向上に資することができたと考える。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   研修のうち一部は公開講座としたため、受講生以外に 92名の参加

があり、より多くの看護職員の研鑽の機会として効率的な事業実施

ができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.18】 

看護補助者活用推進事業 

【総事業費】 
314千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 研修参加者数 ３０名 

事業の達成

状況 

研修参加者数 ４５名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     看護管理者を対象に、看護補助者の業務や育成方法等に関する研

修を実施し、看護補助者の効果的な活用推進に資することができた

と考える。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   本事業は初めての実施であり、各施設における今後の取組や体制

整備に向けた契機として、効率的な事業実施ができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.19】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 
104,468千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 補助対象施設卒業生の県内就業率 ７６％ 

事業の達成

状況 

補助対象施設卒業生の県内就業率 ７０．２％ 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     看護師等養成所の運営に対する支援を行うことにより、教育内容

の充実や質の高い看護職員の養成に資することができたと考える。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   補助対象養成所卒業生の平成 26 年度看護師国家試験の合格率

（92.7%）は全国平均（90%)を上回り、効率的な事業実施ができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】 

看護職員就労環境改善事業 

【総事業費】 
3,600千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 研修参加者数 １３５名 

事業の達成

状況 

研修参加者数 １６７名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     相談窓口の設置とともに、看護管理者に対するメンタルヘルス対

策の研修等を行うことにより、職場環境の改善に資することができ

たと考える。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   ナースセンターや地域の関係機関と連携して相談対応や研修会の

実施を行い、効率的な事業実施ができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.21】 

看護師勤務環境改善施設整備費補助事業 

【総事業費】 
2,110千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 補助事業実施病院数 １病院 

事業の達成

状況 

補助事業実施病院数 １病院 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     県内病院の当直室や休憩室等の整備を支援することにより、夜勤

交代制勤務の看護職員の勤務環境改善に資することができたと考え

る。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   補助対象病院における病棟全体の改修とあわせて当該施設整備を

行い、効率的な事業実施ができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.22】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費】 
1,146千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 勤務環境改善計画策定病院数 ７病院 

事業の達成

状況 

勤務環境改善計画策定病院数 ８病院 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     改正医療法の施行にあわせてセンターを開設し、医療従事者の勤

務環境改善を促進するための体制を整備することができた。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   地域の関係機関との連携を図り、医療機関への制度周知や研修会

の開催等を効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.23】 

病院内保育所運営費補助事業 

【総事業費】 
99,441千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 補助事業実施病院数 ２１病院 

事業の達成

状況 

補助事業実施病院数 ２１病院 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     病院内保育所の運営に対する支援を行うことにより、子どもを持

つ医療従事者が働き続けられる環境整備の推進に資することができ

たと考える。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   平成 26 年度は新たに院内保育所を開設した１病院が補助対象と

なり、県内病院における離職防止・再就業促進に向けた取組を効率

的に支援することができた。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.24】 

休日・夜間の小児救急医療体制の整備 

【総事業費】 
50,355千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 小児科標榜病院が他の小児科標榜病院と共同連帯し、当番方式により小

児２次救急医療を行うことで、地域住民の小児２次救急医療を確保しつ

つ、医療従事者等の負担軽減を図る。実施医療機関数 １３機関 

事業の達成

状況 

全県（北和地区・中南和地区）において、毎休日・毎夜間に小児２次救

急医療を確保することができた。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     本事業の実施により、県内全域で小児２次救急医療を確保しつつ、

当番制により実施することで医療従事者等の負担軽減を図ることが

できた。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   小児 2 次救急医療の確保と、医療従事者等の負担軽減を両立させ

るうえで、効率的な事業である。 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25】 

電話による小児患者の相談体制の整備 

【総事業費】 
23,318千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

 

事業の期間 平成 26年 10月１日～平成 27年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

 

 

事業の目標 小児救急患者の家族等からの電話相談窓口を設け、小児救急医療機関へ

の不要・不急な受診を抑制することにより、医療従事者等の負担軽減を

図る。 

事業の達成

状況 

平成 26 年度の相談件数は 19,542件（うち救急要請やすぐの医療機関受

診を勧めた件数は 4,371件）であり、目標は一定程度達成された。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

     本事業の実施により、小児救急医療機関への不要・不急な受診を

抑制し、医療従事者等の負担軽減を図ることができた。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

   利用者にとってメリットがある事業であり、医療従事者等の負担

軽減も図れることから、効率的な事業であると言える。 

その他  

 

 

 

 


